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１．介護サービスは、基本的に保険制度のもとで民間事業者が提供しており、その人材の養
成・確保は、保育や障がい者分野に比べると、行政関与の余地が限られる。そのような中、
今回は集中的な分析を行い、課題の構造と打開策の方向が概ね整理できた。 

 

２．例えば、今回の検討で、特に中小事業者の雇用環境改善や区市町村のインセンティブに
焦点を当てた施策の必要性がわかった。事業者の規模が小さくなるほど離職率が高くなる
傾向にあり、中小事業者へのアプローチが重要である。また、都の現行の事業は、手上げ
方式の「補助金」や「イベント・啓発」が多い。中小事業者や区市町村の実態を踏まえた施
策の設計が必要である。 

 

３．今後の実効性のある政策の展開には、現場の業務の実態や事業者が抱える具体課題等
の把握が不可欠である。そのためには、東京都社会福祉協議会や東京都福祉保健財団
等の協力も得て、現場の実態を踏まえた政策の点検、見直しが必要となる。また、福祉保
健局は、介護人材の支援のために多種多様かつ類似した事業を様々な部門で担当してい
る。事務と事業の整理統合、実施体制の効率化や組織の見直しが必要である。 

 


